
宮城県広域火葬計画 

 

 

第１ 総則 

１ 趣旨 

この計画は，「宮城県地域防災計画」（平成２９年２月策定）に基づき，

大規模災害発生時における広域火葬を円滑に実施するため，宮城県（以下「県」

という。），市町村及び火葬場設置者（墓地，埋葬等に関する法律（昭和２

３年法律第４８号）第１０条の規定により火葬場の経営許可を受けた者をい

う。以下同じ。）が行うべき基本的事項について定めるものとする。 

 

２ 定義 

この計画において「広域火葬」とは，大規模災害により被災した市町村（以

下「被災市町村」という。）が平常時に使用している火葬場の火葬能力だけ

では，被災市町村内の遺体の火葬を行うことが困難となった場合（当該火葬

場が被災して稼働できなくなった場合を含む。）において，県内及び県外の

他の火葬場を活用して広域的に火葬を行うことをいう。 

 

３ 基本方針 

県，市町村及び火葬場設置者は，広域火葬の実施に際しては，本計画に基

づき，故人に対しての尊厳と遺族の心情に十分配慮するよう行動することを

基本とするものとする。 

 

４ 県，市町村及び火葬場設置者の基本的な役割 

（１）県は，広域火葬を円滑に実施するため，情報を一元的に管理し，市町

村等に提供するとともに，市町村，火葬場設置者，他都道府県及び国と

の調整等，必要な措置を講じるものとする。 

（２）市町村は，広域火葬を円滑に実施するため，市町村内の情報収集と整

理を行うなど，必要な措置を講じるものとする。 

（３）火葬場設置者は，県及び市町村と連携し，広域火葬の応援体制を整 

え，積極的に対応するものとする。 

 

第２ 平常時の対応 

１ 火葬場及び連絡担当部局の把握 

県は，次の事項を定期的に調査し，市町村及び火葬場設置者に情報提供す

るものとする。 

（１）県内及び近隣道県（北海道，青森県，岩手県，秋田県，山形県，福島

県及び新潟県をいう。以下同じ。）の火葬場に係る名称，所在地，連絡

先，能力，形式，その他必要な事項 

（２）市町村，火葬場設置者及び近隣道県の広域火葬に関する連絡担当部局

の名称，連絡先その他必要な事項 

 



２ 広域火葬等実施体制の事前整備 

（１）市町村は，災害発生時における遺体の取扱体制，火葬実施体制，情報

伝達方法等について，あらかじめ定めておくものとする。 

（２）火葬場設置者は，災害発生時における火葬実施体制，情報伝達方法等

について，あらかじめ定めておくものとする。 

（３）県は，（１）及び（２）に関し必要な協力等を行うものとする。 

 

３ 資機材の準備等 

（１）市町村は，次の資機材等の確保についてあらかじめ検討し，必要な措

置を講じておくものとする。 

イ 棺，ドライアイス等遺体保存のための資機材及び作業要員 

ロ 災害発生時に使用する遺体安置所 

ハ 災害発生時における火葬場までの遺体搬送の手段及び経路 

（２）火葬場設置者は，火葬に必要な燃料，資機材及び火葬要員の確保につ

いてあらかじめ検討し，必要な措置を講じておくものとする。 

（３）県は，棺等葬祭用品の供給及び遺体搬送の応援に係る協定等をあらか

じめ関係事業者又は関係団体と締結し，災害発生時に市町村及び火葬場

設置者を支援する体制を整えておくものとする。 

 

４ 緊急通行車両の事前届出 

市町村は，自ら保有する車両又は協定を締結した葬祭業者，霊柩車運行業

者等の関係事業者若しくは関係団体が保有する車両のうち，災害発生時にお

いて遺体の搬送及び資機材の搬送に使用する車両について，災害対策基本法

（昭和３６年法律第２２３号）第７６条第１項の規定による緊急通行車両

（以下「緊急通行車両」という。）として，県公安委員会に事前に届け出る

よう努めるものとする。 

 

５ 情報伝達手順等の作成 

県は，広域火葬を円滑に実施するため，市町村，火葬場設置者及び他都道

府県との情報伝達の手段，書類様式等をあらかじめ定めておくものとする。 

 

６ 訓練の実施等 

（１）県は，市町村その他の関係者に対し，本計画の周知に努めるものとす

る。 

（２）県は，市町村，火葬場設置者等と連携して広域火葬の訓練を随時行う

よう努めるものとする。 

 

第３ 災害発生時の対応 

１ 県担当窓口の設置 

県は，大規模災害が発生し，広域火葬が必要になると判断される場合には，

直ちに，環境生活部食と暮らしの安全推進課内に広域火葬のための担当窓口

を設置し，情報収集及び連絡調整に当たるものとする。 



２ 被災状況の把握 

（１）被災市町村は，災害の発生後速やかに，区域内の死者数について把握

し，県に報告するものとする。 

（２）火葬場設置者は，災害の発生後速やかに，火葬場の被災状況，火葬要

員の安否，火葬能力の状況及び応援の必要性等を確認し，県に報告する

ものとする。 

（３）県は，被災市町村及び火葬場設置者からの報告等に基づき，広域火葬

に必要な情報を集約し，国に報告するものとする。 

 

３ 広域火葬の応援・協力 

（１）被災市町村は，広域火葬が必要と判断したときは，速やかに，県に広

域火葬の応援を要請するものとする。 

（２）県は，被災市町村からの応援の要請又は自ら把握した被災状況等に基

づき，広域火葬の実施を決定する。この場合，県は，市町村，火葬場設

置者及び協定締結関係団体に，関係する市町村は住民及び葬祭業者等関

係団体に対し，速やかに，その旨を周知するものとする。 

（３）県は，（２）において広域火葬の実施を決定したときは，受入可能性 

のある火葬場設置者及び近隣道県に対し広域火葬の応援を依頼するとと

もに，国にその旨を報告するものとする。 

（４）県から広域火葬の協力依頼を受けた火葬場設置者は，協力が可能な内

容について県に回答するものとする。 

（５）県は，県内及び近隣道県の火葬場だけでは広域火葬への対応が困難で

あると判断した場合は，速やかに，国に対し近隣道県以外の都府県への

応援要請を依頼するものとする。 

（６）県は，近隣道県又は国から広域火葬の応援依頼があった場合には，（２）

及び（３）を準用し，対応するものとする。 

  

４ 火葬場の割振り・調整 

（１）県は，火葬場設置者，近隣道県等からの応援の諾否に関する回答に基

づき，被災市町村ごとに応援火葬場を割振り，当該被災市町村に通知す

るとともに，応援の承諾のあった火葬場設置者，近隣道県等に応援要請

の通知を行うものとする。 

（２）被災市町村は，県の割振りに基づき，遺体安置所に安置されている遺

体及び遺族が保管している遺体について火葬場の割振りを行い，応援の

承諾のあった火葬場設置者と火葬の実施方法等について詳細を調整す

るものとする。 

（３）被災市町村は，遺族に対し，非常事態のため火葬が可能な火葬場が限

られていること，当該火葬場までの搬送が交通規制等のために困難であ

ることなどを説明し，当該市町村が割り振られた火葬場に遺体を直接搬

送することについて同意が得られるよう努めるものとする。 

 

 



５ 火葬要員の派遣要請等 

（１）火葬場設置者は，火葬要員の被災等により火葬場が稼働できない場合

は，県に火葬要員の派遣の手配を要請するものとし，県は，要請があっ

た場合には，他の火葬場設置者又は近隣道県に対し火葬要員の派遣を依

頼するとともに，国にその旨を報告するものとする。 

（２）火葬場設置者は，火葬に必要な燃料又は資機材の確保が困難な場合は，

県にそれらの手配を要請するものとし，県は，要請があった場合には，

関係事業者又は関係団体に応援・協力を依頼するものとする。 

 

６ 遺体保存対策 

（１）被災市町村は，速やかに遺体を火葬することが困難な場合には，十分

な数の遺体安置所を設置するとともに遺体保存に必要な資機材を確保

し，遺体を適切に保存するよう努めるものとする。この場合において，

交通規制が行われている場合は，遺体保存のための資機材の輸送は，緊

急通行車両により行うものとする。 

（２）被災市町村は，遺体保存に必要な資機材を確保できない場合には，県

にそれらの手配を要請するものとする。 

（３）県は，被災市町村から遺体保存に必要な資機材の確保要請があった場

合には，関係事業者及び関係団体に応援・協力を依頼するものとする。 

 

７ 遺体搬送手段の確保 

（１）被災市町村は，遺体安置所から火葬場までの遺体の搬送手段を確保し，

効率的に搬送を行うものとする。この場合において，交通規制が行われ

ている場合は，遺体の火葬場までの搬送は，緊急通行車両により行うも

のとする。 

（２）被災市町村は，遺体の搬送手段を確保できない場合には，県にそれら

の手配を要請するものとする。 

（３）県は，被災市町村から遺体の搬送手段の確保要請があった場合には，

関係団体等に応援・協力を依頼するものとする。 

 

８ 市町村相談窓口の設置 

被災市町村は，広域火葬が開始された場合には，相談窓口を設置し，広域

火葬についての情報提供及び火葬の受付を行うものとする。 

 

９ 災害以外の事由による遺体の火葬 

  被災市町村は，当該市町村の区域内の自然死，病死等の災害以外の事由に

よる遺体の火葬についても広域火葬の対象とし，相談窓口において火葬の申

込みを受け付けるものとする。 

 

 

 

 



１０ 埋火葬許可に係る特例的取扱 

（１）市町村及び火葬場設置者は，埋火葬許可事務の迅速な実施が困難であ

ると認められる場合には，戸籍確認の事後の実施等，実態に応じた特例

的取扱の実施について県に協議するものとする。 

（２）県は，市町村及び火葬場設置者から（１）の協議を受けた場合は，直

ちに国に承認を求め，その結果を市町村及び火葬場設置者に連絡するも

のとする。 

 

１１ 一時的な埋葬に係る取扱 

 （１）被災市町村は，広域火葬をもってしてもなお処理能力が追いつかず，

火葬が行われない状態が現に続き，又は長期的に続くことが予想される

場合は，一時的な埋葬を行うことができるものとする。 

 （２）被災市町村は，（１）により一時的な埋葬を行おうとするときは，そ

の旨を県に報告するものとする。 

（３）被災市町村は，一時的な埋葬を行おうとするときは，当該埋葬を行う

土地について，墓地，埋葬等に関する法律第１０条の規定により市町村

長の許可を取得しなければならない。  

（４）一時的な埋葬を行った遺体の改葬（火葬）については，広域火葬の対

象とする。 

 

１２ 引取り者のない焼骨の保管 

被災市町村は，引取り者のない焼骨については，火葬場から引き取り，遺

骨保管所等に保管するものとする。 

 

１３ 火葬状況の報告 

（１）広域火葬を行った火葬場設置者は，広域火葬を行った日ごとに，自ら

設置する火葬場における火葬件数及び被災市町村から搬入した広域火

葬件数を，災害による遺体とその他の原因による遺体とに区分して，県

に日報として報告するものとする。 

（２）県は，県内の火葬場からの日報を取りまとめ，国に報告するものとす

る。 

 

１４ 広域火葬の終了 

（１）被災市町村は，広域火葬を行う必要がなくなった場合は，県に連絡す

るものとする。 

（２）県は，被災市町村からの連絡又は火葬実績の報告から判断して支障が

ないと認められる場合には，広域火葬を終了し，関係する市町村，火葬

場設置者，近隣道県等に周知するとともに国に報告するものとする。 

（３）被災市町村は，広域火葬終了までの火葬依頼の実績を取りまとめ，県

に報告するものとする。 

（４）災害により死亡した遺体の広域火葬を行った火葬場設置者は，広域火

葬終了までの火葬の実績を取りまとめ，県に報告するものとする。 



第４ 雑則 

１ 他の協定等との関係 

この計画は，市町村又は火葬場設置者が他の市町村又は火葬場設置者と締

結している災害発生時の協定その他の契約に基づく火葬の応援・協力の実施

を妨げるものではない。 

 

 ２ 大規模な疾病の流行時等における準拠 

県，市町村及び火葬場設置者は，大規模な疾病の流行時等においても，必

要に応じてこの計画の定めるところを基本として対応するものとする。 

 

附 則 

この計画は，平成２９年４月１日から施行する。 


